
【交付⾦配分額】 本交付⾦は、事業費に基づき決定されるものではなく、国が能登町の枠（限度額）として配分している。
単位：円

【⽬的別事業費】 交付⾦事業における「経済対策分野との関係」の項⽬区分による
①通常分 単位：円

国庫補助⾦ 臨時交付⾦ その他
Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌

３．感染防⽌策の徹底 8,179,057          4,050,000         4,050,000         79,057              1.87%
10,235,600        10,000,000        235,600            4.62%

Ⅱ．「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え
24,089,214        23,190,000        899,214             10.72%

Ⅳ．コロナ禍における原油価格・物価⾼騰等への対応
2,206,000         1,807,000          399,000            0.84%

44,709,871        4,050,000         39,047,000       1,612,871           18.04%

②原油価格・物価⾼騰分 単位：円

国庫補助⾦ 臨時交付⾦ その他
Ⅳ．コロナ禍における原油価格・物価⾼騰等への対応

32,715,000        31,300,000        14.46%
80,321,000        68,272,000       12,049,000        31.55%

113,036,000      -                        99,572,000       12,049,000        46.01%

③重点⽀援分 単位：円

国庫補助⾦ 臨時交付⾦ その他
Ⅳ．コロナ禍における原油価格・物価⾼騰等への対応

100,533,000      77,787,000       18,746,000        35.94%
100,533,000      -                        77,787,000       18,746,000        35.94%
258,278,871      4,050,000         216,406,000      32,407,871        100.00%

⽬  的 総事業費 交付⾦
配分割合

１．安全・安⼼を確保した社会経済活動の再開

○令和４年度 新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦ 事業実績（総括）

②原油価格・物価⾼騰分
交付決定額 99,572,000

①通常分
39,047,000

③重点⽀援分
77,787,000

合計
216,406,000

⼩ 計（②）

４．事業者への⽀援

４.コロナ禍において物価⾼騰等に直⾯する⽣活困窮者等への⽀援
⼩ 計（①）

４．コロナ禍において物価⾼騰等に直⾯する⽣活困窮者等への⽀援

⽬  的 総事業費 交付⾦
配分割合

１．原油価格⾼騰対策

合 計（①＋②+③）

⽬  的 総事業費 交付⾦
配分割合

⼩ 計（③）
４．コロナ禍において物価⾼騰等に直⾯する⽣活困窮者等への⽀援
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○令和４年度 新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦ 事業実績及び効果検証⼀覧

 地⽅創⽣臨時交付⾦を活⽤した各事業について、各事業担当課における内部評価（※①）と、外部有識者（住⺠の代表・産業団体・官公庁・⾦融機関・教育・労働団体の関係者）で組織する能登町創⽣総合戦略推進会議における効果検証（※②）を⾏いましたので、その内容を公表いたします。 A・・・⾮常に効果があった A-3点
※① 事業担当課による内部評価は、決算審査の対象としており、地⽅⾃治法第233条第2項及び地⽅公営企業法第30条第2項の規定に基づく監査委員による決算審査による評価を受けている。 B・・・効果があった B-2点
※② 令和5年11⽉28⽇に開催した第1回能登町創⽣総合戦略推進会議において事業説明の後、グループワークにより効果検証を⾏った。 Ｃ・・・効果が⼗分でない C-1点

Ｄ・・・どちらともいえない D-0点
①通常分 Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌ ３．感染防⽌策の徹底

A B C A-B-C
総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果 (3点満点)

1
 学校保健特
別対策事業費
補助⾦

⼩中学校における児童⽣徒の安⼼安全な
学習環境を確保しつつ教育活動を着実に継
続するため、コロナ感染症対策に必要となる
物品の購⼊に係る費⽤を⽀援する。

教育委
員会事
務局

R4.6 R5.3 8,179,057 4,050,000 4,050,000 79,057 
⼩中学校におけるク
ラスター発⽣件数を
０とする。

 学校におけるクラス
ター発⽣なし

感染症対策を強化するために必要となる保健衛⽣⽤品の購⼊経費の⽀援を⾏っ
た。
1校あたりの事業費90万円を上限。（国庫補助率 1/2）

コロナ感染症対策消耗品（消毒⽤アルコール等） ⼀式  6,237,000円
原材料費（アクリルパネル等）          ⼀式     495,000円
備品購⼊費（学びの保障関係備品）      ⼀式   1,485,000円

【町評価】
・感染症対策において、学校と教育委員会の中で常に連携が取れ、的確な
対策が取れた。
・感染症対策⽤品の充実により、学校現場の教育環境の向上が図られ、コロ
ナ禍を乗り切ることが出来た。

【委員評価】
・特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ａ：⼦供たちの有意義な学校⽣活を⽀える上で、必要な対策である。 5 8 1 2.29

①通常分 Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌ ４．事業者への⽀援

A B C A-B-C
総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果 (3点満点)

2  ⽔⽥農業経
営安定化事業

新型コロナウイルス感染症により外⾷産業等
を中⼼とした⽶の需要減少により、令和3年
産の⽶価下落の影響を受けた農家に対し、
⽣産意欲の向上と農業経営の安定、農地
保全を維持するため⽀援⾏う。

農林⽔
産課 R4.6 R4.9 10,235,600 10,000,000 235,600 

⽶価下落を理由と
して、R4年度中に
廃業する⽔稲農家
数を０とする。

 ⽶価下落を原因とし
た離農者なし

●交付対象
①令和4年4⽉1⽇時点で町内に住所または事業所を有する個⼈農家または農業
法⼈
②令和3年度産の細⽬書において主⾷⽤⽔稲作付⾯積20a以上であること
●交付単価
1,500円/10a（100円未満切捨て）：⼀律10a（⾃家消費分）を控除した⾯積を
交付対象
●交付実績
      能登町全体     479⼈ 10,235,600円 68,321a
   (内訳）ＪＡおおぞら能都  142⼈     2,202,400円 14,707a
    ＪＡおおぞら柳⽥  189⼈  6,141,000円 40,973a
    ＪＡ内浦町        148⼈  1,892,200円 12,641a

【町評価】
・主⾷⽤⽔稲作付⾯積20a以上の⽔稲農家に対し⽀援を⾏ったことで、⽶価
下落を理由とした離農者0⼈とできた。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。 Ｂ：経営の安定を図り、離農者を出さなかったことは評価できる。

Ｂ：今年は⽶価が下がってしまったが、Ｒ５年は少し上がって良かったのと、
肥料、農薬なども⾼騰しているので、農家は助かると思う。
Ｂ：離職者の離職要因がひとつに絞れるのか。補助を受けた農家さんがこの
先も続ける意欲につながったのか定性評価を併せてもよいと思います。№
2,3,16も同様。
Ｂ：ＪＡ以外ないのか？（会議終了後確認、⾮組合員へもＪＡから振込
を⾏ったので漏れはない。ＪＡが交付⾦の振込作業を⾏ったので、⽀店ごとの
数字が記載されている。）

9 2.00

①通常分 Ⅱ．「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え １．安全・安⼼を確保した社会経済活動の再開

A B C A-B-C
総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果 (3点満点)

3
 キャッシュレス
決済ポイント還
元事業

新型コロナウイルス感染症の影響により、落ち
込んだ町内の飲⾷店や⼩売店などの町内消
費を促し地域経済を活性化させるという「経
済効果」を図るとともに、「⾮接触型」の決済
による「新しい⽣活様式」の普及促進を図
る。

ふるさと
振興課 R4.8 R4.11 24,089,214 23,190,000 899,214 

・売上額1億円以
上

・キャッシュレス決済
利⽤回数の増（CP
実施前⽐200%以
上）

・キャッシュレス決済
利⽤可能町内店舗
数の増

 ・売上額
 150,000千円
（10⽉:71百万円
 11⽉:79百万円）

・利⽤回数
 144.5%
（10⽉:142％
 11⽉:147％）

・キャッシュレス済利⽤
可能町内店舗数
168店舗（155店
舗）

●利⽤期間：令和4年10⽉1⽇から11⽉30⽇まで【61⽇間】
●ポイント付与率：最⼤20％
●付与の上限：上限2,000円/1回 10,000円/期間
●ポイント付与決算額：22,113,636円
●経済効果額（CP対象店の8・9⽉と10・11⽉の売上額の⽐較）
CP前の取引額
   8⽉：36百万円   9⽉：23百万円 計    59百万円①
CP中の取引額
  10⽉：71百万円 11⽉：79百万円 計  150百万円②
②−① 91百万円の増
●利⽤回数（CP前の8⽉を100とした時の9・10・11⽉の利⽤回数）
 CP前の利⽤回数   8⽉：100％   9⽉：  92％
 CP中の利⽤回数 10⽉：142％ 11⽉：147％

【町評価】
・接触機会の低減による感染症蔓延防⽌が図られた。
・町内の事業者、消費者、キャッシュレス化を推進する⾏政のそれぞれが効果
を享受できる仕組みであり有効である。
・プレミアム商品券と違い、町⺠外の利⽤も可能であり域外消費が可能であ
る。
・町⺠外の利⽤はＣＰ前の約3割増となっている。
・ポイントの付与率を30％→20％と10％の引き下げを⾏ったが、利⽤額の影
響はほぼなかった。
・これまで３回実施した中で第3弾の内容が、対費⽤効果が最も優れていると
考えられる。

【委員評価】
 当該事業の消費喚起によって地元事業者の経営を⽀える効果はあったもの
の、スマートフォンを使⽤しない⽅への不公平感がある。

Ｂ：消費喚起と、地元事業者への経営を⽀える上で、⼀定の効果があった。
様々なアプリが利⽤できれば尚良い。
Ｄ：若者には良いが、⽼⼈には不向きかも。
Ｂ：使い⽅が分からない⽅もいると思うキャッシュレス。

4 2 3 1.78

①通常分 Ⅱ．「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え ４.コロナ禍において物価⾼騰等に直⾯する⽣活困窮者等への⽀援

A B C A-B-C
総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果 (3点満点)

4  プレミアム付商
品券事業

⻑引く新型コロナウイルス感染症の影響や原
油価格及び物価⾼騰に対し、町⺠の家計へ
の⽣活⽀援とするため、町商⼯会が発⾏して
いる共通商品券（専⽤商品券 13枚綴）
を発⾏する。あわせて、町内での消費拡⼤を
図り、町内店舗の応援も⾏う。

ふるさと
振興課 R4.8 R4.11 2,206,000 1,807,000 399,000 

・購⼊割合：住基
⼈⼝の7割以上

・商品券換⾦率：
前回並み維持
（99.8%）

 ・購⼊率：75.33%

・換⾦率：99.77%

●販売価格及び利⽤額について
 商品券 販売価格：1冊10,000円 利⽤額：1冊13,000円（1⼈当たり2冊ま
で）
●利⽤期間 令和4年9⽉1⽇(⽊)から令和4年11⽉30⽇(⽔)まで
●利⽤店舗 商品券取扱店 （581店舗）
●販売場所 能登町3商⼯会、町内8郵便局にて、平⽇の9 時〜17 時まで販売
●販売期間 令和4年9⽉1⽇（⽊）から令和4年10⽉31⽇（⽉）まで
●販 売 額 311,207千円
●換⾦期間 令和4年9⽉1⽇(⽊)から令和4年12⽉16⽇(⾦)
●換 ⾦ 額 310,478千円

【町評価】
・換⾦額＝経済効果として310,478千円となっており、コロナの影響や原油価
格及び物価⾼騰による町⺠への⽣活⽀援として⼀定の効果はあった。
・Ｒ2・3年度は、商品券と飲⾷券の2券種で販売していたが、4年度は商品券
のみの券種での販売及びプレミア率の上乗せ効果もあり、購⼊率が対前年度
から⼤幅に上昇（9.38%増）した⼀⽅で、プレミアム分に対し事務費⽤が約
11％（7,898,325円）かかることが課題である。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：物価⾼騰が続く中で、町⺠の家計負担を⽀える上で、⼀定の効果が
あった。
Ｂ：町の⽀出の８割に相当する額が事務費⽤となっていることが⾼く⾒えま
した。
Ｂ：いい取組だと思う。経済効果はあったと思う。

4 4 1 2.22

②原油価格・物価⾼騰分 Ⅳ．コロナ禍における原油価格・物価⾼騰等への対応 １．原油価格⾼騰対策

A B C A-B-C
総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果 (3点満点)

5

 特⽤林産物
⽤燃油価格⾼
騰対策⽀援事
業

コロナ禍において原油価格⾼騰により、経営
に影響を受けた特⽤林産物⽣産者に対し、
燃料費に対する⽀援として助成⾦を交付す
ることで、事業の継続⽀援を図る。

農林⽔
産課 R4.8 R5.3 2,600,000 2,600,000 - 

原油価格⾼騰を理
由として、R4年度中
に廃業する事業者
数を０とする。

 原油価格⾼騰を原
因とした離職者なし

●交付対象
令和3.4からR4.3までに施設の稼働に要した燃料を5,000ℓ以上使⽤した特⽤林産
物⽣産者であること
●交付実績（5件 2,600,000円）
 5千ℓ以上〜1万ℓ未満・・・100,000円  ＊  0件  =       0円
1万ℓ以上〜2万ℓ未満・・・200,000円  ＊  2件  =   400,000円
2万ℓ以上〜3万ℓ未満・・・400,000円  ＊  0件  =     0円
3万ℓ以上〜4万ℓ未満・・・600,000円  ＊  1件  =   600,000円
4万ℓ以上〜5万ℓ未満・・・400,000円  ＊  0件  =              0円
5万ℓ以上             ・・・800,000円  ＊  2件  =1,600,000円

【町評価】
・原油⾼に苦しむ特⽤林産物⽣産者に対し直接的な⽀援が⾏えた。
・当町の基幹産業である特⽤林産に対し国の交付⾦を使って⽀援が出来た
事は良かった。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：経営の安定を図り、廃業者を出さなかったことは評価できる。
Ｂ：特⽤林産物がしいたけが該当するのは知らなかった。
Ｂ：なぜ5,000ℓの基準か。(会議終了後確認、燃油価格⾼騰に関する諸
施策は、燃油の使⽤量が増えれば交付⾦が増える制度設計。いずれの施策
も5千ℓである理由は、事業活動と認める基準を5千ℓと定義したため。)
Ｂ：しいたけ以外の物、他農業に配分できなかったのか、対象者が少ない。

1 7 1 2.00

6
 漁業⽤燃油
価格⾼騰対策
⽀援事業

コロナ禍において原油価格⾼騰により、経営
に影響を受けた漁業者に対し、燃料費に対
する⽀援として助成⾦を交付することで、事
業の継続⽀援を図る。

農林⽔
産課 R4.8 R5.3 16,100,000 15,400,000 700,000 

原油価格⾼騰を理
由として、R4年度中
に廃業する事業者
数を０とする。

 原油価格⾼騰を原
因とした離職者なし

●交付対象
令和3.4からR4.3までに漁業⽤燃油を5,000ℓ以上使⽤した漁業者であること
●交付実績（50件 16,100,000円）
5千ℓ以上〜 1万ℓ未満・・・100,000円 ＊ 13件 ＝ 1,300,000円
1万ℓ以上〜 5万ℓ未満・・・200,000円 ＊ 24件 ＝ 4,800,000円
5万ℓ以上〜10万ℓ未満・・・400,000円 ＊  1件 ＝    400,000円
10万ℓ以上         ・・・800,000円 ＊ 12件＝  9,600,000円

【町評価】
・原油⾼に苦しむ多くの漁業者に対し直接的な⽀援が⾏えた。
・当町の基幹産業である漁業に対し国の交付⾦を使って⽀援が出来た事は
良かった。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：経営の安定を図り、廃業者を出さなかったことは評価できる。
Ｂ：5,000ℓ未満の⽅も原油⾼は苦しいと思う。 3 6 2.33

7
 運送事業者
燃油価格⾼騰
対策⽀援事業

町⺠の⽇常⽣活に必要不可⽋な公共交通
の運⾏や物資の輸送等について、原油⾼の
影響を受けている事業者に対し燃料費相当
の⼀部助成を⾏うことでその維持を図り、町
⺠⽣活の安全安⼼の確保につなげることを⽬
的とする。

ふるさと
振興課 R4.8 R4.10 13,323,000 13,300,000 23,000 

原油価格⾼騰を理
由として、R4年度中
に廃業する事業者
数を０とする。

 原油価格⾼騰を原
因とした離職者なし

●交付内容
⼀般乗⽤旅客⾃動⾞運送事業（タクシー）：1台あたり 25,000円
⼀般貸切旅客⾃動⾞運送事業（バス）   ：1台あたり 75,000円
⼀般貨物⾃動⾞運送事業（トラック）   ：1ℓあたり10円補助
 ただし、1台当たりの上限額300千円
●交付実績
 タクシー 25,000円×16台＝400,000円
 バス   75,000円× 13台＝975,000円
 トラック  1,195,256ℓ×10円＝11,952,560円 端数調整後 11,948,000円
 12事業者より79台分の申請（上限に達した⾞両はなし）

【町評価】
・燃料費⾼騰分の⼀部助成を⾏ったことで、運送事業者の負担を減らし、町
⺠の⽇常⽣活に必要不可⽋な公共交通の運⾏や輸送インフラの維持が図ら
れた。
・本事業の対象業種を最も影響が⼤きいと思われる道路旅客業（タクシー・
貸切バス）と道路貨物運送業の２業種に限定して⽀援を⾏った。運送業界
全体で荷主への適切な価格転嫁を促進していくべきと考えられる。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：⾦額が⾜りないのでは？ 2 6 1 2.00

B C D 未⼊⼒

D 未⼊⼒

A B C D 未⼊⼒

委員評価  単位：⼈

点数
換算

A

成果⽬標・結果
実施状況 効果検証 推進会議委員意⾒

委員評価  単位：⼈

B C D 未⼊⼒
交付対象

事業の名称 事業概要 所管課 事業
始期

事業
終期

点数
換算

№

成果⽬標・結果
実施状況 効果検証 推進会議委員意⾒

委員評価  単位：⼈

A B C D 未⼊⼒
№ 交付対象

事業の名称 事業概要 所管課 事業
始期

事業
終期

点数
換算

№ 交付対象
事業の名称 事業概要 所管課 事業

始期
事業
終期

成果⽬標・結果
実施状況 効果検証 推進会議委員意⾒

委員評価  単位：⼈ 点数
換算

事業
終期

成果⽬標・結果
実施状況 効果検証 推進会議委員意⾒№ 交付対象

事業の名称 事業概要 所管課 事業
始期

A

委員評価  単位：⼈ 点数
換算推進会議委員意⾒№ 交付対象

事業の名称 事業概要 事業
始期

事業
終期 実施状況所管課

成果⽬標・結果
効果検証 A B C
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②原油価格・物価⾼騰分 Ⅳ．コロナ禍における原油価格・物価⾼騰等への対応 ４．コロナ禍において物価⾼騰等に直⾯する⽣活困窮者等への⽀援

A B C A-B-C
総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果 (3点満点)

8  プレミアム付商
品券事業

⻑引く新型コロナウイルス感染症の影響や原
油価格及び物価⾼騰に対し、町⺠の家計へ
の⽣活⽀援とするため、町商⼯会が発⾏して
いる共通商品券（専⽤商品券 13枚綴）
を発⾏する。あわせて、町内での消費拡⼤を
図り、町内店舗の応援も⾏う。

ふるさと
振興課 R4.8 R4.11 77,341,094 66,272,000 11,069,094 

・購⼊割合：住基
⼈⼝の7割以上

・商品券換⾦率：
前回並み維持
（99.8%）

 ・購⼊率：75.33%

・換⾦率：99.77%

●販売価格及び利⽤額について
 商品券 販売価格：1冊10,000円 利⽤額：1冊13,000円（1⼈当たり2冊ま
で）
●利⽤期間 令和4年9⽉1⽇(⽊)から令和4年11⽉30⽇(⽔)まで
●利⽤店舗 商品券取扱店 （581店舗）
●販売場所 能登町3商⼯会、町内8郵便局にて、平⽇の9 時〜17 時まで販売
●販売期間 令和4年9⽉1⽇（⽊）から令和4年10⽉31⽇（⽉）まで
●販 売 額 311,207千円
●換⾦期間 令和4年9⽉1⽇(⽊)から令和4年12⽉16⽇(⾦)
●換 ⾦ 額 310,478千円

【町評価】
・換⾦額＝経済効果として310,478千円となっており、コロナの影響や原油価
格及び物価⾼騰による町⺠への⽣活⽀援として⼀定の効果はあった。
・Ｒ2・3年度は、商品券と飲⾷券の2券種で販売していたが、4年度は商品券
のみの券種での販売及びプレミア率の上乗せ効果もあり、購⼊率が対前年度
から⼤幅に上昇（9.38%増）した⼀⽅で、プレミアム分に対し事務費⽤が約
11％（7,898,325円）かかることが課題である。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：物価⾼騰が続く中で、町⺠の家計負担を⽀える上で、⼀定の効果が
あった。
Ｂ：町の⽀出の８割に相当する額が事務費⽤となっていることが⾼く⾒えま
した。
Ｂ：いい取組だと思う。経済効果はあったと思う。

4 4 1 2.22

9
 学校給⾷⾷
材費⾼騰対策
事業

⾷育の推進、地場産物を活⽤した安全・安
⼼の学校給⾷の推進の観点から、コロナ禍に
おける原油価格・物価⾼騰による学校給⾷
費の保護者負担の軽減をはかり、学校給⾷
の円滑な運営を⽬指す。

教育委
員会事
務局

R4.9 R5.3 2,555,000 2,000,000 555,000 

各学校におけるR4
年度給⾷費（⽉
額）の増額を０と
する。

 ・値上げなし
・公費負担額29円
※9校1⾷あたり平均

新型コロナウイルス感染症の影響などによる物価⾼騰に伴う学校給⾷の⾷材価格の
上昇により、学校給⾷の質が損なわれないように、価格上昇分については公費で負
担し、学校給⾷費を値上げすることなく、従来どおりの栄養価や質と量が確保された
学校給⾷を安定的に提供を⾏った。（事業期間：9⽉〜3⽉）

【町評価】
・学校給⾷費を値上げすることなく、栄養価や、質と量が確保された、安全・
安⼼な給⾷の提供が図られた。
・給⾷⾷材の価格上昇分の公費負担により、保護者負担の軽減を図ること
で、⼦育て世帯に対する⽀援が図られた。

【委員評価】
・特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ａ：学校給⾷の安定的な提供と負担軽減は、⼦供の育成にとってありがた
い。
Ｂ：給⾷の⾷材の⾼騰により給⾷費が⾼くなると毎⽉なのでつらい部分もあ
るので助かる。

4 4 1 2.22

③重点⽀援分 Ⅳ．コロナ禍における原油価格・物価⾼騰等への対応 ４．コロナ禍において物価⾼騰等に直⾯する⽣活困窮者等への⽀援

A B C A-B-C
総事業費
（円）

国庫補助額
（円）

交付⾦充当額
（円）

その他
（円） 指標・⽬標 結果 (3点満点)

10

 配⾷ｻｰﾋﾞｽ事
業者物価⾼騰
対策緊急⽀援
事業

コロナ禍における物価⾼騰の影響を受けてい
る配⾷サービス事業者の負担を軽減するた
め、⾼騰する電気料や⾷材費、燃料費（配
送⾞⽤）に対する⽀援を⾏うことで、利⽤者
が現⾏の負担額でこれまでどおりの栄養バラ
ンスや量を保った⾷事の提供が受けられる体
制を確保する。

健康福
祉課 R4.12 R5.3 1,867,500 1,800,000 67,500 

物価⾼騰を理由と
して、R4年度中の
サービスを停⽌する
事業者数を０とす
る。

 物価⾼騰を原因とし
たサービス停⽌事業
者なし

原油価格や電気・ガス料⾦を含む物価の⾼騰の影響を受けた配⾷サービス事業所の
負担の軽減を図るため、⽀援⾦を⽀給した。

配⾷数18,675⾷×@100円（物価⾼騰分）

【町評価】
・原油価格等物価⾼騰の影響を受けていた、配⾷サービス事業所の負担を軽
減することが出来、安定したサービスが提供され、事業を継続することが出来
た。

【委員評価】
・特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ａ：サービス維持のため、事業者の負担と、利⽤者の負担増の抑⽌はありが
たい。
Ａ：福祉サービス配⾷サービスは１⼈ぐらしの⽅のみまもりというのもあるので
価格が⾼くなるので100円でも⽀援⾦があれば良い。

6 3 2.67

11

 障害福祉施
設等物価⾼騰
対策緊急⽀援
⾦

コロナ禍における物価⾼騰の影響を受けてい
る障害福祉事業者の負担を軽減するため、
⾼騰する電気料や⾷材費、燃料費に対する
⽀援を⾏い、安定したサービスの提供を図る。

健康福
祉課 R4.12 R5.3 2,250,000 2,250,000 - 

物価⾼騰を理由と
して、R4年度中に
廃業する事業者数
を０とする。

 物価⾼騰を原因とし
た廃業事業者なし

原油価格や電気・ガス料⾦を含む物価の⾼騰の影響を受けた障害福祉施設⼜は
事業所の負担の軽減を図るため、施設の区分ごとに⽀援を⾏った。
●⽀援⾦の額（1施設当たり）
 ⼊所系    1,000,000円＊1施設 ＝1,000,000円
 その他⼊所系     50,000円＊7施設 ＝   350,000円
 通所・訪問系      100,000円＊9施設 ＝   900,000円

【町評価】
・障害福祉サービス事業の性質上、国が定める公的価格により経営するもので
あり、物価⾼騰の影響分を価格転嫁することができないことから、安定したサー
ビス提供を確保する上で必要な事業と考えている。

【委員評価】
・特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：物価上昇分の価格転嫁が難しく、サービス維持につながった。 5 4 2.56

12

 私⽴認定こど
も園原油価
格・物価⾼騰
緊急⽀援事業

コロナ禍における物価⾼騰により運営に⼤き
な影響を受ける私⽴認定こども園に対し、栄
養バランスや量を保った給⾷の質の維持や保
育施設の継続的な運営ができるよう⽀援を
⾏う。

健康福
祉課 R4.12 R5.3 400,000 400,000 - 

物価⾼騰を理由と
して、R4年度中に
廃業する事業者数
を０とする。

 物価⾼騰を原因とし
た廃業事業者なし

原油価格及び物価の⾼騰により運営に⼤きな影響を受ける私⽴認定こども園に対し
栄養バランスや量を保った給⾷の質の維持や保育施設の継続的な運営のため⽀援
を⾏った。               ●⽀援⾦の額 1施設当たり20万
円
 200,000円×2施設 ＝400,000円

【町評価】
・原油価格等物価⾼騰の影響を受けていた私⽴認定こども園の負担を軽減
することが出来、安定した保育環境が提供され、継続的な運営を図ることが出
来た。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ａ：給⾷の安定的な提供と、施設運営の安定化は、⼦育ての安⼼感につ
ながる。 3 6 2.33

13
 介護事業所
物価⾼騰対策
緊急⽀援⾦

コロナ禍における物価⾼騰の影響を受けてい
る介護事業所の負担を軽減するため、⾼騰
する電気料や⾷材費、燃料費に対する⽀援
を⾏い、安定したサービスの提供を図る。

健康福
祉課 R4.12 R5.3 12,660,000 12,637,000 23,000 

物価⾼騰を理由と
して、R4年度中に
廃業する事業者数
を０とする。

 物価⾼騰を原因とし
た廃業事業者なし

原油価格や電気・ガス料⾦を含む物価の⾼騰の影響を受けた介護保険施設の負担
の軽減を図るためサービス種別ごとに区分し⽀援を⾏った。
●⽀援⾦の額（1施設または1台当たり)
 施設⼊所     ：1,000,000円＊  6件 ＝6,000,000円
 共同⽣活介護   ：   500,000円＊  7件 ＝3,500,000円
 通所・居宅・訪問介護：   200,000円＊12件 ＝2,400,000円
 通所・居宅・訪問介護：   120,000円＊  1件 ＝   120,000円
 訪問介護等要⾞両 ：     20,000円＊32台 ＝   640,000円

【町評価】
・原油価格等物価⾼騰の影響を受けていた介護事業所の負担を軽減するこ
とが出来、安定したサービスが提供され、事業を継続することが出来た。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：物価上昇の価格転嫁が難しく、サービス維持につながた。
Ａ：感染症予防対策の物品費⽤の⽀援も強化した⽅がよいのではないか。 5 4 2.56

14  物価⾼騰対
策⽀援事業

コロナ禍における物価⾼騰の影響を受けた町
⺠の負担軽減を図るため、マイナンバーカード
を令和5年3⽉31⽇までに保有した⽅に対
し、能登町共通商品券（5,000円）を郵送
⼜は窓⼝にて交付することで、消費の下⽀え
を図る。

住⺠課 R4.11 R5.3 66,215,918 45,100,000 21,115,918 

・交付者数11,260
⼈
（住基⼈⼝7割程
度）

・換⾦率99%
（ﾌﾟﾚﾐｱﾑ商品券事
業と同等）

 ・商品券交付⼈数
12,031⼈

・換⾦率 98.40%

マイナンバーカードを令和5年3⽉31⽇までに保有した⽅に、能登町商⼯会が発⾏する
能登町共通商品券5,000円分を郵送⼜は窓⼝で交付を⾏った。
●実績
 共通商品券 5,000円×12,031名＝60,155,000円
 郵送代   8,522通         3,442,888円
 共通商品券発⾏⼿数料      2,407,120円
 その他事務費            210,910円
●換⾦率 98.40％
 発⾏枚数：60,155枚① 換⾦枚数：59,194枚② 換⾦率（②/①）
98.40％

【町評価】
・令和5年3⽉末までにマイナンバーカードを保有された12,031⼈の⽅に、物価
⾼騰の負担軽減や、マイナンバーカードの普及促進につながった。
・マイナンバーカード交付率
 46.4％（R4年9末）→ 77.6％（R5年3末）
 県内順位17位      県内順位4位

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：マイナンバーカードの保有促進には、⼀定の効果があったと思われる。
D：マイナンバーカードを媒体とした理由がもう少し明確に⾒えればと思いまし
た。（その後のマイナンバーカードの効果評価も含め）
Ｂ：マイナンバーカードとコロナの関係性が不明。経済効果もあるが、町の経
費もかかっている。

4 4 1 2.22

15
 配合飼料価
格⾼騰対策補
助⾦

コロナ禍において、中国での穀物需要の⾼ま
りやウクライナ情勢の影響により、国際的に飼
料価格が⾼騰している。事業の継続⽀援を
図るため、畜産経営経費の多くを占める飼
料費に対する⽀援を⾏う。

農林⽔
産課 R4.12 R5.3 16,521,600 15,600,000 921,600 

配合飼料価格⾼騰
を理由として、R4年
度中に廃業する事
業者数を0とする。

 物価⾼騰を原因とし
た廃業事業者なし

●交付対象
町内に事業所を置く畜産業を営む、国の配合飼料価格安定制度（セーフティーネッ
ト）加⼊している者
●交付単価
 セーフティーネットの令和4年度契約数量に対し2,000円/t（上限300万円）
●交付実績
 18農家 20,652.8t 16,521,600円

【町評価】
・農家実質購⼊価格の国、県の差額補填の⼀部を⽀援し、飼料価格⾼騰に
おける農家負担を減らすことで、配合飼料価格⾼騰を理由とした離職者は0
⼈であり⼤きな効果があった。

【委員評価】
特に意⾒なく事業の成果を認めていただいた。

Ｂ：経営の安定化を図り、廃業者を出さなかったこは、評価できる。 4 5 2.44

256,543,983    4,050,000    216,406,000    36,087,983    49 68 1 8 0 2.25合計

A B C D 未⼊⼒

A B C D 未⼊⼒
№ 交付対象

事業の名称 事業概要 所管課 事業
始期

事業
終期

成果⽬標・結果
実施状況 効果検証 推進会議委員意⾒

委員評価  単位：⼈ 点数
換算
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始期
事業
終期
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実施状況 効果検証 推進会議委員意⾒

委員評価  単位：⼈ 点数
換算


